
A 新たな時代に対応した地域コミュ ニティの

運営体制と展開手法 （2020～2021年）

◇概要

本県では、住民が主体的に地域の運営に参画する「小さな拠点づくり」が進んでいます。一方で、早

期に着手した地域では、その運営の中心的役割を担ってきた、主に運営組織の設立に携わった世代

の高齢化が進行し、世代交代が新たな課題として生じています。次世代に交代や補充を図ろうにもそ

の確保に苦慮している組織も少なくありません。

本研究では、今後、世代交代を迎える地域運営組織の円滑な継承を目的としてその体制に着目し、

主に事務局人材や財源、地域に提供するサービス内容を検証しました。

◇課題と研究の目的

◇研究の方法

人口減、世帯の小規模化に伴い、集落や家族の支え合いも難しくなってきている今日、公民

館エリアで展開する地域運営組織の役割は今後、一層大きくなっていくと予想されます。

地域運営組織は、各地の状況や設立の背景等によって様々な運営形態がみられ、求められる

役割（住民に提供する支援内容）も異なり、活動が複雑化しています。結果として運営を司る

事務局は事業が多様化し、求められるスキルも高度化し、後継者の確保をさらに困難にしてい

ます。本研究では、確保、あるいは育成したい人材像の整理を行い、加えて、組織運営に不可

欠な財源の確保実態、そして、行政が地域運営組織に対して講じたい適切な活動支援について

検証を行います。

地域運営組織の事務局機能

【組織体制】

・県内の地域運営組織の組織形態を類型化（ヒアリング）

・福祉や教育分野と連携した複合型の地域運営組織の可能性検証

【求められる人材像】

・次世代の確保状況における統計分析、およびヒアリングにより人材像を提示

・担い手のリタイア時期を可視化し、人材の確保育成を促すシミュレーションツールの開発

【財源確保】

・独自財源確保の実態についてヒアリング調査を実施

地域運営組織に対する行政の活動支援のあり方

・地域包括ケアシステムと小さな拠点づくりの親和性検証

・保健所や教育事務所と連携した地域支援を行う益田圏域連絡会の活動と効果検証

第５期前期重点研究

研究項目 目指す到達点

地域運営組織の事務局機能の検証
・組織体制
・求められる人材像
・財源確保

⇒
■地域運営における事務局機能の現状把握
■運営形態の整理

⇒
■地域運営に必要な人役とスキルの把握
■運営人材シミュレーションの開発

⇒ ■組織の会計機能の把握

地域運営組織に対する行政の活動支援の
あり方

⇒
■地域包括ケアシステムや社会教育分野と連携
した、多様な課題に対応できる支援体制の検証
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◇研究の成果
①県内全域で、人口減少と合わせて、世帯の構造も大きく変化している。特に3世代世帯が急速に縮小し、家
族で支え合う環境が低下し、地域で支え合う必要性がより高まっていることを明らかにした。（図1）
②地域運営組織は、活動趣旨により、事務局の重要度合い、独自財源確保に対する考え方に差がある。小
さな拠点づくりの推進においては、地域振興分野と関係性の強い組織が、他分野の組織を束ねるマネジメン
トする役割が期待される。（図2,3,4,5）
③②の実現には、行政内に分野横断体制の構築が不可欠で、その体制像を実践的に示した。（図4）




